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 分担研究報告書 
 

大規模災害時における地域連携を踏まえた更なる災害医療提供体制強化に関する研究 
 

分担研究名 
「ドローン（空、陸上、水上・水中）による災害時情報収集、医薬品・医療資器材等搬送に関する研究」 

 
 

研究分担者 本村友一 （日本医科大学千葉北総病院 救命救急センター 講師） 
 

研究要旨 
 
成長著しいドローン技術を大規模災害対応に活用するための研究。全国各地の実動災害訓練等において、
医療用ドローンを活用した①情報収集活動、②医療資器材等の搬送および③実運用上の問題の整理と解決
策の検討を研究し、実災害時の迅速かつ有効な活動のためにシステム基盤を構築する。 
 

 
 
研究協力者： 
久城正紀（済生会福岡病院 救急部長） 
山内延貴（日本医科大学北総病院 庶務課） 
横田勝彦（東京電機大学） 
 
Ａ. 研究目的 
大規模災害時にドローンを活用し 
① 情報収集と活用 
② 医療資機材・薬剤搬送 

を行うための基盤の構築 
 
Ｂ. 研究方法 
大規模地震時医療活動訓練等において、ドローンを
使用し、上記①②の実践訓練を行う。DMAT事務局や
被災都道府県など自治体との連携を通じて、現時点
の実運用上の問題点を整理し、解決策を考察する。 
 
（倫理面への配慮）取得し活用する情報に個人情報
を含む可能性があり、情報の管理を厳重に行った。
情報共有前に取得情報内に個人情報を含まないか
チェックを行い、問題のない情報のみを研究・実災
害従事者に限定して共有し、研究および実災害対応
に活用した。 
 
 
Ｃ. 研究結果 
1) 令和5年（2023年）9月30日に行われた令和5年度
大規模地震時医療活動訓練において、宮崎県・大分
県庁内航空運用調整班で各種航空機の情報に加え
ドローンの飛行情報関連の共有と、オペレーション
に関する実践的な訓練を行った。 
回転翼ドローンの技術（飛行、画像送信、物資搬送、
画像解析（ＡＩ技術を含める）、３Ｄ地図作成）の
研究のみならず、実災害時に実際に医療ドローンを
活用するために災害時の指揮命令系統に医療ドロ
ーンを位置づける訓練を行い、有効性を確認しさら
なる課題を整理することができた。 
2) 令和6年元旦に発生した能登半島地震では、実際
に本研究分担者・協力者は被災地に派遣され、石川
県庁内などで、地震や津波で地形が変わった地域を
ドローンで飛行し地震後の地形の情報を上空から
撮影し既存の衛星写真に重ねることで情報の更新
と共有を行った（図1,2）。 

 

図1 能登半島地震での実際のオペレーション 
 

図2 ドローン情報は地図データ化され、災害従事者
に広く共有された。 
 
 

3）令和 6年（2024年）大規模地震時医療活動

訓練において千葉県内にて、県庁内航空運用調

整班へのドローン部隊リエゾンの参画・実動 

❶災害拠点病院周辺の被害状況収集・被災後地

図の作成、薬剤搬送（図 3、4、7） 

❷倒壊工場周辺の被災状況収集・共有（図 5） 

 

 



❸倒壊家屋内情報の収集・共有（図 6） 

を実施した。千葉県や DMATとの連携方法

の再確認、通信不良による共有一部不可、

現場での有人機との情報共有や安全管理な

どを行った。 

 

 
図 3 令和 6 年度大規模地震時医療活動訓

練におけるドローンによる情報収集と発災

後地図作成と共有（千葉県総合救急災害医

療センター周辺） 

 

 
図 4 令和 6 年度大規模地震時医療活動訓

練におけるドローンによる情報収集（自衛

隊実機（CH47）と連携した DMAT活動の進

捗）と共有（千葉県総合救急災害医療セン

ター周辺） 

 

 
図 5 令和 6 年度大規模地震時医療活動訓

練におけるドローンによる情報収集（倒壊

工場想定の場所）と共有（双葉電子工場周

辺） 

 

 
図 6 令和 6 年度大規模地震時医療活動訓

練におけるドローンによる倒壊建物内情報

の収集（千葉市内倒壊建物想定）と共有

（ Liberaware活動） 

 

 
図 7 令和 6年度大規模地震時医療活動訓

練におけるドローンによる薬剤搬送（千葉

県総合救急災害医療センター周辺） 
 
 
D. 考察 
本研究は、実災害時に実際にドローンが能力を発揮
できるように被災地の都道府県庁内の災害対策本
部で情報共有を図り、指揮命令系統に組み込まれつ
つ実践的なオペレーションが可能になることに重
点を置いて進められてきた。 
令和6年能登半島地震では本研究が奏功し、被災地
内で知事を本部長とする災害対策本部の指揮命令
系統に則り、ドローンを飛行させ最新情報を災害医
療従事者に共有することができた。これは極めて大
きな研究成果と考えられた。一方で、オペレーショ
ン機能の継続に関連するマンパワーの問題や薬剤
搬送に関連して安全性や個人情報の取り扱いなど
の問題を新たに認識することができた。 
令和6年度大規模災害時医療活動訓練では、能登半
島地震での課題に注目しより早期から有用なドロ
ーン活用に向けた効果的な訓練を行うことができ
た。 
災害時のさらなる積極活用を見据え、災害時のみで
なく日常的にドローンによる物資搬送システムを
確立させる必要がある。 
 
E. 結論 
① 本研究をもとに、実災害（令和6年能登半島地震）

でのドローンによる情報収集・活用および資器
材・薬剤搬送が実現した。 

② 実活動にて明らかとなった課題解決に向けた
研究と実動訓練を行うことができた（さらなる
研究を要する）。 

③ 日常的なドローンによる医療情報収集と共有、
物資搬送のスキーム・オペレーションの作成と
実働の実現（事業化による活性化）が重要であ
る。 
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